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【目的】切れ目のない医療サービスを提供するためには地域にお
ける医療連携を充実させることが重要である.当院では厚生労働省
が推進している「喘息死ゼロ作戦」を基軸としポケットガイドラ
イン,ACTを同封した喘息連携パスを使用.パスの地域連携におけ
る影響を症例解析とアンケートにより調査した.
【方法】基幹病院の役割としてぜんそく教室・服薬情報提供書を
用いた病薬連携を行っている旨をパスに記載.2007.8.1～当院より
逆紹介を行う際に診療情報提供書とともにポケットガイドライン
（ガイドラインの周知、標準治療の共有を目的）を同封.2008.9.26
～2012.3.16にACT（共通の評価を目的）を追加同封したパスを作
成,当院とやり取りのあった症例について解析した.また2008.9.26
～2011.9.12にパスを使用し逆紹介した234軒の診療所に対しアン
ケート調査を実施.
【結果・考察】パス開始後の逆紹介患者数370名のうち47名に2回
以上のパスシートを使用した.パス使用患者にICS及びICS/LABA
配合剤の中止例は認めず逆紹介時のACTも改善を示した.診療所
からのアンケートは回収率52.6%.ポケットガイドライン同封の患
者が紹介先に54.5%来院うちパス使用後ガイドラインを参考にし
ていると91%が回答.2008年度調査ではICS及びICS/LABA配合剤
が第一選択薬と62%が回答したがパス使用診療所では82%と上昇,
パス未使用診療所では68％にとどまった.2008年度調査では20％
が気管支拡張剤を第一選択薬と答えていたがパス使用診療所では
8%に減少,パス未使用診療所では16%だった.パス使用診療所では
標準治療が共有されている事が示唆された.
【結語】地域医療連携を充実させるためには医療者間で標準治療
と評価ツールを共有しコミュニケーションツールを継続使用する
事が重要であることが示唆された.
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【目的】当院では医療者が連携し気管支喘息患者アドヒアランス
向上に努めてきた。この間医薬分業が進み、新しい吸入デバイス
も次々発売された。当院における病薬連携についてアンケート調
査を行い問題点を探り、より良い病薬連携を検討した。
【方法】2000年～喘息教室（近隣保険薬局へ受講を要請）、2004年
～院外処方導入。2008年より門前薬局を中心にアンケート調査開
始。2008年～服薬情報提供書を導入(2009年秋アレルギー学会発表
（吉村）)。2010年はスクール形式、2011年はロールプレイを用い
た参加型形式で病薬連携の会を開催。アドバイザーとして医師、
看護師、病院薬剤師、保険薬局薬剤師が関わった。それぞれの時
点でアンケート調査を施行。
【結果と考察】「服薬情報提供書」は双方向に情報交換が出来,使用
して良かったと82～95%の高い回答推移を示した。保険薬局から
の発信数の上昇と地域での手技の統一のため保険薬局薬剤師と共
同して院内での吸入指導書を基に「吸入指導服薬情報提供書」を
作成。2010年病薬連携の会受講前にはデバイスに対する知識不
足、病態/治療についての情報不足があると約10-30%回答したが
会開催後は過半数の理解度を得た。さらに吸入指導服薬情報提供
書を使用した参加型ロールプレイ形式の会を行う事でスクール方
式の会時よりも理解度は向上。吸入指導にかける必要時間も延長
した。
【結語】患者アドヒアランス向上には処方医師と院外薬局との情
報共有のため統一したフォーム、病薬連携の会の整備は必要であ
る。
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　当院の位置する北播磨T町は、敬老の日発祥の地であり、
高齢化率28.8％の地域である。　総人口は減少し高齢化率は
上昇を続け、住み慣れた居宅で生活を維持することが難し
い状況となっている。　平成24年4月新病院長を迎え、従来
の急性期医療・回復期医療を担うとともに新たに総合診療
科と一体的に機能する「地域医療支援センター」（以降セン
ターとする）を開設した。総合診療科では、保健・医療・
介護・福祉にわたる複合的な診療を行うとともに、通院困
難な患者の訪問診療も行っている。センターには、地域医
療連携課、訪問看護ステーション、居宅介護支援事業所、
在宅介護支援センターを集約し、他の関係機関との連携・
協働を通して総合的な在宅療養支援を始めている。　在宅
療養の質向上のため保健・福祉・生活支援全般にわたるコー
ディネートの役割がこのセンターにあると考える。発足間も
ないセンターの取り組みの評価と考察を述べる。
１　総合診療科の診療介助　　診察待ち時間を利用して心
身・療養生活上のアセスメントを行い、担当部署に情報伝達
している。急に認知症が進んだことを理由に総合診療科を
受診し、身体状況が改善すると認知症状が安定したケースも
あった。
２　訪問診療　　訪問診療で明らかになってきたことは、
サービス担当者が一同に会し在宅医療・ケアプランの検討が
できていないこと、かかりつけ医師の参画がないこと等で
ある。そこで訪問診察医、センター看護師、訪問看護ステー
ション看護師、ケアマネジャーが共同訪問し在宅カンファレ
ンスを実施し始めた。　訪問診療が在宅療養や在宅看取りを
家族が決定する大きな要因となってきている。
３　総合相談・窓口業務　　地域包括支援センターとのケー
スカンファレンスを実施し、地域での生活者の支援強化に繋
がっている。
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病診連携の長期継続と効率の向上をめざして各診療科で
様々な工夫を実施しており、今回はいくつかの例を紹介す
る。外科と泌尿器科を中心にクリニックからの初診と同時
に直接入院システムが稼働している。クリニックにおける
診断の後、手術目的で当院へ直接入院および術後の連携パ
スによる術後経過観察および化学療法等を実施している。
また、アレルギーセンターは気管支喘息の連携を実施中で
あるが、当院と近隣クリニックとで構築された気管支喘
息の病診連携システムでは、両者の関係をより緊密に保つ
目的で、連携シートや喘息カードの実施と共に、年１～２
回の研究会の開催やアレルギーセンター医師を中心に実施
されている喘息遠隔医療などの工夫を通して連携の向上を
図っている。これらの試みは一定の効果をもたらしている
とは考えられるが、いくつかの改善点は存在する。実地現
場の問題点と今後の方向性について検討する。
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